
様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
 建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

鹿児島市鴨池新町１０－１
申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般

2.特定

9

25 30

経営規模等評価等
対 象 建 設 業

１ ６ 9 9

（ ）

3 5 10 15 20

1 21 22 1
許可を受けている
建 設 業

１ ５ 2 2

消 清 解

3 5 10 15 20 25 30

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

0

土 建 大 左 と 石 屋 電

8 6 - 3 4 9電 話 番 号 0 9 9 - 20 － 0 0 6 4郵 便 番 号 １ ４ 8 9

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

0 － 1

20

主たる営業所の所在地 １ ３ 鴨 池 新 町 1

0 1

3 5 10 15

3 5

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

１ ２ 4 6 2

太 郎

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

１ １ 指 宿

ス キ タ ロ ウ
代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

１ ０ イ ブ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） ミ ヤ マ 工 業商 号 又 は 名 称 ０ ９ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

マ コ ウ ギ ョ ウ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ８ ミ ヤ

2 3

3 5 10 15 20

6 7 8 9 0 1（千円） 1 2 3 4 52 0
,
0 0 0

, ,

20 25

法人又は個人の別 ０ ７ 1 （ ）

5 10 14 153 4

3 5

処 理 の 区 分 ０ ６ 0 0

0 日

3

申 請 等 の 区 分 ０ ５ 1

7 年 1 1 月 3審 査 基 準 日 ０ ４ 令和 0

日
知事 鹿児島県知事 特

3 5

年 月号 平成－ ）第
 国土交通大臣

許可（
般前 回 の 申 請 時 の

許 可 番 号
０ ３

大臣
コード

8 日
知事 鹿児島県知事 特

3 5 10 11 15

4 年 0 4 月 10 0 0 号 令和 0－ ）第 0 5 04 6
 国土交通大臣

許可（
般申 請 時 の

許 可 番 号
０ ２

 大臣
コード

3 5 10 11 15

－月 日令和 年月 日

20

申 請 年 月 日 ０ １ 令和 年

鹿児島県知事 殿 　　（株）ミヤマ工業　代表取締役　指宿　太郎

項番 請求年月日
3 5 9 10 15

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

総 合 評 定 値 請 求 書

令和　８年　６月　１５日　　　　　　　　

 地方整備局長
 北海道開発局長

 経営規模等評価再審査申立書

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ １

0 4

（記載例１）

申請日を記入

不要な箇所は消す

通常は記入不要（更新も記入不要）
組織変更、許可換等、許可番号が変わった場合のみ記入する

右詰めで記入し、左余白は０で埋める

申請時点で有効な許可年月日が
複数ある場合は、「最も古いも
の」を記入する

通常は「１」
国、県等の入札参加資格審査を希望す
る場合は必ず「１」

通常は、「００」（１２月ごとに決算を完結した場合）
組織変更、会社設立後最初の営業年度について申請する場合等は、コード表(P74)を参照

通常は、空欄（空白）
合併、営業譲渡、会社分割、特殊事情の場合は、コード表(P76)を参照

企業の単独決算の資本金額（出資総額）を記入する
（Ｙを単独決算で受審した場合は、「経営状況分析結
果通知書」の「資本金」と同額）
（Ｙを連結で受審している場合は、別記様式第１５号
の資本金の額となる）
なお、経審の評点には影響はありません

法人のみ記入する

濁点は１カラムに記入する

姓と名の間は１マス空ける

丁目、番地、号は記入しない
ハイフンで記入する

左詰めで記入する

申請日時点で許可を受けている業種を記入する

経営事項審査を受けようとする業種に、一般・特定に関係なく「９」を記入する。
記入していない業種は公共工事の入札に参加できなくなるので、注意すること。

押印不要。
※代理申請の場合は委
任状を添付し、申請者
に加え、申請代理人の
氏名を併記する。

市町村コード番号表
(P119)から記入する

株式会社 …（株） 合同会社 …（合）
有限会社 …（有） 協同組合 …（同）
合名会社 …（名） 協業組合 …（業）
合資会社 …（資） 企業組合 …（企）
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審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

○○○○

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等 （株）ミヤマ工業 氏名 指宿　花子 電話番号 ０９９－２８６－３４９０

ファックス番号 ０９９－２８６－５６１７

第　　　　　　　　号 令和　　　年　　　月　　　日

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項 再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

0 3

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０ 0 0 0 0

（人）

3 5

3 5

,
1技 術 職 員 数 １ ９

’

0

’ ’ ’ ’ ’

3 23 2 6 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

5 0 3 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

’ ’ ’ ’ ’ ’

3 0 5 4 (千円)営 業 利 益2 3 0 2 (千円)

利益額（利払前税引前償却前利益）
= 営業利益+減価償却実施額

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

営 業 利 益

6
,
0 4 2 （千円）

,

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１ ８
,

’ ’ ’

3 5 10

2 2 3 5 6 (千円)
直 前 の

審査基準日

1 9 (千円)

’ ’ ’

2 0 12 ( ) 基 準 決 算1
,
2 3 7 （千円）

,
2自 己 資 本 額 １ ７

,

項 番
3 5 10 13

２期平均の場合は、端数切り捨て

別紙二「技術職員名簿」に記載した技術職員の合計数を記入する

営業利益は、記載例７の規則別記様式１６の損益計算書
の営業利益の額を記入する。(端数切り捨て）

減価償却実施額は、法人にあっては、記載例８の法人税
申告書別表１６（１）（旧定額法又は定額法による減価償
却資産の償却額の計算に関する明細書）及び記載例９の
（２）（旧定率法又は定率法による減価償却資産の償却額
の計算に関する明細書）に記載の減価償却額の実施額を記
入する。（端数切り捨て）

減価償却実施額は、個人にあっては、記載例１０又は記
載例１１の「減価償却費」を記入する。（端数切り捨て）

端数切り捨て

①

③

②

④

利益額＝（（①＋③）※千円未満切り捨て＋（②＋④）千円未満切り捨て）／２

申請内容に係る質問等に対応できる者の所属・氏名・電話番号等を記入する。

※代理申請の場合は申請代理人の事務担当者連絡先を記載

決算期変更の際は按分計算が必要
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別紙一

1.2年平均
2.3年平均

3 5

3 5

（千円）（千円） （千円） （千円）

（再掲）
プレストレストコン
クリート構造物工事

とび・土工・コンクリート工
事

石工事　合算

03
,

40

5 10 15 20 25 30 35 40

20 25 30 35

3323

1
,

23

081

計算基準の区分審査対象事業年度
審査対象事業年度の前審査対象事
業年度又は前々審査対象事業年度

02
,

3 5

, ,

工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高
工 事 種 類 別 完 成 工 事 高

, ,
2 2 0

, , , , , , , ,
20

,
2 80 89 4 9 01３ ４ 合　計

13

2 9 6 9 6 7

その他   工事

3

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

0

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

2,400
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

2,400

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

0

0 0
,

0
,

8

33

,
0 0 0 0

,,
1 2その他

, ,
1

,

0

5

,

1310 15

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表

舗装工事

３ ３

3

2

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

6,780

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

5,655
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

0
審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

2 1 7 8 0 0
, , , , , , , ,

,
0

0
, ,

2

,
4 8 7

3 5 6 10 15 16 20

,
4 0

, , ,
0

項 番

３ １ 0自

 R5年  12月～ R6年  11月

至 0年 1

,

元請完成工事高

３ ２
,

5 0

業 種
コ ー

5 0
,

1

6

,
0 0 0

,
0

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

工事の種類

土木一式工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 26 30

完 成 工 事 高 計 算 表

195,000

３

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

0
,

0

0 1
, ,

61

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

,,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表

03２ 5

26

, ,

25

0

152,000

138,000

5

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

,
0 5

,
5 0 0

,

（

元請完成工事高

1 6

40

）月7 2年 11

２０２ ０ ０

（用紙Ａ４）

1 2 月1 年62 月 06 年 1 自

3 5 20

15 163

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

0

5

2

206,500

0 1 0 0
,

7

78,000
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

月

審 査 対 象 事 業 年 度 の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

 R4年  12月～ R5年  11月

16

4

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

49,000
審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

35,500

6 10 15

65,500

0

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

10 40 4526 3020 25 36

45

40 45

,
4 9 0 0 0

３ ２ 0 2 0 8 8
,

8 0 0
,

0 5
,

0 0
,

0
, , ,

5 4 0
,

6

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

76,800
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

34,900

4030 35

6

15 16 20 4536

100,800
審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

62,500

,

17

,

,

1 9 8

35

至

完 成 工 事 高

0

11

4

,
9

,

19

30

5 4

3 5 7 9 13 1510

,

建築一式工事

3 105

審 査 対 象 事業
年度の前々審査
対 象 事 業 年度

25

3

8

３ 0２ 1

7

0

36

35

8 0

36

35

26

左欄「完成工事高」のうち元請完成工事高について記入

業種コードのうち以下の工事はセットで記入する

・０１０「土木一式工事」と０１１「プレストレストコンクリート構造物工事」
・０５０「とび・土工・コンクリート工事」と０５１「法面処理工事」
・１１０「鋼構造物工事」と１１１「鋼橋上部工事」

業種コード順に記載する

土木一式工事には、「とび・土工・コンクリート工事」、
「石工事」、「しゅんせつ工事」、「解体工事」の専門工
事の工事高を、建築一式工事には、「大工工事」、「屋根
工事」の専門工事の工事高を、それぞれ選択して土木一式
工事及び建築一式工事の工事高として合算申請することが
できる。合算した工事は、土木一式及び建築一式の欄外に
「○○工事合算」と表示する

３年平均の場合、前審査対象事業年度と前々審査対象
事業年度の平均は、必ず千円未満の端数を切り捨てる
なお、合計も切り捨てた数値を集計する

「その他工事」、「合計」は最後の用紙のみ記入する

完成工事高は全て右詰めで記入する
（空位のカラムは空白とする）

用紙ごとに記載されている工事種類別完成工事工について契約後ＶＥに係る評価
の特例の利用の有無を記入する

（記載例２）
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土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事及び鋼構造物工事 
において内訳表示を行う区分の概要              

 

 土木一式工事 

 ＰＣ（プレストレスト・コンクリート(prestressed concrete)）工事 

  コンクリートは圧縮に強いが、引張に弱いという特性を持つ。この特性に対処すべく、荷

重によって生じる引張応力を減殺するため、その部分にあらかじめＰＣ鋼材で圧縮応力を加

えたコンクリートのことをプレストレスト・コンクリートという。 

 「ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）構造物工事」とは、主にこのプレストレスト・コ

ンクリートを用いて橋梁等を建設する工事のことである。 

 

 とび・土工・コンクリート工事 

 法面処理工事 

  道路を築造する場合には切土、盛土によって道路路面を確保することとなるが、そのとき

にできた切土、盛土の法面を保護する必要性が生じる。 

  「法面処理」とは、主にこの法面を芝付け、石積工等の方法により保護する工事のことで

ある。 

 

 鋼構造物工事 

 鋼橋上部工事 

  橋梁の構造は、上部構造と下部構造とで構成されるが、上部構造とは下部構造（橋台や橋

脚）で支持されるいわゆる橋桁部分の総称であり、通行する交通の路面を形成し、その荷重

を支持して下部構造へ伝達する役目を果たすものである。 

  「鋼橋上部」とは、鋼製の橋梁の上部構造に関する工事のことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上部構造 

下部構造 

 橋台  橋台 

 橋脚  橋脚 
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様
式

第
二

号
（

第
二

条
、

第
十

九
条

の
八

関
係

）

(
・

)

6
年

1
1
月

7
年

1
0
月

1

6
年

1
0
月

7
年

3
月

2

7
年

1
月

7
年

3
月

3

6
年

7
月

6
年

1
2
月

4

7
年

7
月

7
年

8
月

5

7
年

1
0
月

7
年

1
0
月

6

6
年

8
月

6
年

1
2
月

7

6
年

1
0
月

6
年

1
2
月

8

7
年

9
月

7
年

9
月

9

6
年

1
2
月

7
年

1
1
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

監
理

技
術
者

1
0
,
0
0
0

注
文

者

元
請

又
は

下
請

の
別

J
V

の 別

工
事

名
工

事
現

場
の

あ
る

都
道

府
県

及
び

市
区

町
村

名

配
置

技
術

者

氏
名

主
任

技
術

者
又

は
監

理
技

術
者

の
別

（
該

当
箇

所
に

ﾚ
印

を
記

載
）

鹿
児

島
県

元
請

地
方

特
定

道
路

設
備

工
事

○
(
○

地
区

２
６

－
３

工
区

)
薩

摩
川

内
市

鹿
児

島
県

元
請

J
V

地
す

べ
り

対
策

工
事

（
○

○
工

区
）

（
用

紙
Ａ

４
）

工
　

事
　

経
　

歴
　

書

（
建

設
工

事
の

種
類

）
工

事
税

込
税

抜

請
負

代
金

の
額

工
期

う
ち

，
　

・
P
C

　
・

法
面

処
理

　
・

鋼
橋

上
部

着
工

年
月

完
成

又
は

完
成

予
定

年
月

主
任

技
術
者

大
隅

　
一

郎
ㇾ

7
,
8
4
0

千
円

令
和

令
和

薩
摩

　
次

郎
ㇾ

鹿
児

島
　

三
郎

ㇾ
(
4
5
,
0
0
0
)

8
0
,
0
0
0

千
円

(
4
5
,
0
00
)

8
0
,
0
0
0

千
円

千
円

令
和

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

民
間

工
事

元
請

Ａ
元

請
Ａ

邸
造

成
工

事
宮

崎
県

都
城
市

官
庁

工
事

元
請

ガ
ッ

ツ
産

業
（

株
）

下
請

Ｓ
邸

外
構

工
事

日
置
市

鹿
児

島
県

元
請

県
単

交
通

安
全

施
設

整
備

工
事

奄
美
市

湧
水
町

千
円

令
和

令
和

官
庁

工
事

元
請

計
6
5
,
8
2
0

千
円

加
治

木
　

太
郎

ㇾ
2
,
9
8
0

千
円

姶
良

市
元

請
管

理
事

務
所

外
構

工
事

姶
良
市

令
和

令
和

ガ
ッ

ツ
産

業
（

株
）

元
請

ガ
ッ

ツ
産

業
㈱

ビ
ル

の
内

外
構

工
事

い
ち

き
串

木
野

市
日

置
　

五
郎

ㇾ

奄
美

　
花

子
ㇾ

4
,
0
0
0

千
円

令
和

令
和

3
,
6
0
0

千
円

千
円

千
円

令
和

令
和

6
,
5
4
0

千
円

吹
上

　
和

子
ㇾ

7
,
0
0
0

千
円

千
円

令
和

令
和

民
間

工
事

元
請

計
1
4
,
6
0
0

千
円

令
和

令
和

民
間

工
事

下
請

計
2
8
,
7
4
0

千
円

令
和

下
請

足
場

仮
設

工
事

外
2
0
件

2
1
,
0
0
0

1
,
2
0
0

千
円

千
円

令
和

田
西

建
設

（
株

）
下

請

千
円

千
円

民
間

工
事

下
請

千
円

Ｎ
邸

新
築

工
事

（
足

場
仮

設
工

事
)

鹿
屋
市

加
治

木
　

次
郎

ㇾ

大
隅

　
一

郎
ㇾ

（
株

）
鶴

丸
下

請
国

道
道

路
改

良
工

事
（

は
つ

り
工

事
）

曽
於
市

千
円

千
円

小
計

3
0

件
1
0
9
,
1
6
0

千
円

千
円

千
円

4
5
,
0
0
0

千
円

う
ち

　
元

請
工
事

7
3
,
4
2
0

千
円

4
5
,
0
0
0

千
円

千
円

千
円

千
円

う
ち

　
元

請
工
事

7
3
,
4
2
0

千
円

4
5
,
0
0
0

千
円

合
計

3
0

件
1
0
9
,
1
6
0

千
円

4
5
,
0
0
0

「鹿
児
島
県
」
は
省
略
し
て
よ
い
。

県
外
の
現
場
は
都
道
府
県

名
も
記
入
す
る
。

工
事
経

歴
書
は
工
事
の
種
類
ご
と
に
作
成
す
る
。

共
同
企
業
体
で
施
工
し
た
工
事

は
「Ｊ

Ｖ
」
と
記
入
す
る
。

各
工
事
現
場
の
配
置
技
術
者
の
名

前
を
記
入
し
、
該
当
す
る
技
術
者
区

分
に
「

」印
を
記
入
す
る
。

土
木
一
式
、
と
び
・土

工
、

鋼
構
造
物
に
つ
い
て
は
、
該

当
が
あ
る
場
合
内
訳
を
記

入
。

契
約
工
期
（履

行
期
間
）で

は
な
く
、
検
査
引
渡
日
の
月
を
記

入
。
公
共
工
事
の
場
合
、
目
的
物
引
受
書
の
検
査
完
了
日

等
の
月
を
記
入
。

「注
文
者
」及

び
「工

事
名
」欄

の
記
入
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人
の
氏
名
が

特
定
さ
れ
な
い
よ
う
に
留
意
し
て
記
入
。

（記
入
例
）

・注
文
者

「
青
木
」

→
「
Ａ
」

「小
計
」、

「
合
計
」
の
う
ち
元
請
工
事
に
係
る
請

負
代
金
の
額
の
合
計
を
記
入
。

工
事
進
行
基
準
を
採
用
し
て
い
る
場
合
、
工
事
進
行
基

準
の
適
用
に
よ
り
、
当
該
年
度
に
計
上
さ
れ
る
完
成
工

事
高
を
（

）
書
で
上
段
に
、
請
負
金
額
の
全
体
を
下

段
に
記
入
す
る
。

ペ
ー
ジ
ご
と
の
完
成
工
事
の
件
数
及
び
請
負
代
金
の
額
の
合
計
を
記
入
。

建
設
工
事
の
種
類
ご
と
の
最
終

ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
全
て
の
完
成

工
事
の
件
数
及
び
請
負
代
金
の

額
の
合
計
を
記
入
。

一
式
工
事
以
外
の
専
門
工
事
は
、
完
成
工
事
高
の
お

お
む
ね
７
割
ま
で
は
工
事
１
件
ご
と
に
記
入
し
、
残
り
の

工
事
は
ま
と
め
て
記
入
し
て
よ
い
。

〇
〇
工
事
外
○
件

〇
〇
〇
〇
千
円

課
税
業
者
：税

抜
非
課
税
業
者
：税

込
で
作
成

工
事
確
認
資
料
（契

約
書
等
）と

突
合
し
や
す

い
よ
う
、
番
号
等
を
記

入
す
る
。

①
「
土
木
一
式
工
事
」、

「
建
築
一
式
工
事
」は

全
て
の
工
事
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

②
「
土
木
一
式
工
事
」、

「
建
築
一
式
工
事
」以

外
の
専
門
工
事
に
つ
い
て
は
、
各
専
門
工
事

の
元
請
完
成
工
事
高
全
体
の
お
お
む
ね
７
割
を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
、
請
負
代
金
の
額
の

大
き
い
順
に
「元

請
工
事
」を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

③
元
請
完
成
工
事
高
全
体
の
お
お
む
ね
７
割
を
記
載
し
て
も
各
専
門
工
事
の
完
成
工
事
高

全
体
の
約
７
割
に
到
達
し
な
い
場
合
は
、
完
成
工
事
高
全
体
の
お
お
む
ね
７
割
を
超
え

る
と
こ
ろ
ま
で
、
請
負
代
金
の
額
の
大
き
い
順
に
「元

請
工
事
」
又
は
「下

請
工
事
」を

記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

（残
り
の
お
お
む
ね
３
割
に
つ
い
て
は
、
「○

○
○
工
事
外
○
○
件
、
○
○
、
○
○
○
千

円
」
と
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
）

④
最
後
に
主
な
未
成
工
事
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（請
負
代
金
の
額
が
少
額
の
未
成
工
事
の
場
合
は
、
記
載
不
要
で
す
。
）
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（記載例３）



工事経歴書の記載方法について（経営事項審査関係） 

 

営業年度ごとに、１年間の完成工事について原則として請負代金の額の大きい順に「元請工

事」、「下請工事」の別に（従来どおり「官庁工事元請」、「民間工事元請」、「民間工事下請」

別の記載でもかまいません。）記載してください。 
 

① 「土木一式工事」、「建築一式工事」は全ての工事を記載してください。 

（合算して申請する場合は、合算業種も全ての工事を記載してください。） 
 

② 「土木一式工事」、「建築一式工事」以外の専門工事については、各専門工事の元請完

成工事高全体のおおむね７割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順に「元請工事」

を記載してください。 
 

③ 各専門工事について、元請完成工事高全体のおおむね７割を記載しても完成工事高全体

の約７割に到達しない場合は、完成工事高全体のおおむね７割を超えるところまで、請負

代金の額の大きい順に「元請工事」又は「下請工事」を記載してください。 

（残りのおおむね３割については、「○○○工事外○○件、○○、○○○千円」と記載し

てください。） 
 
④ 最後に主な未成工事を記載してください。 

（請負代金の額が少額の未成工事の場合は、記載不要です。） 

 

   ⑤ 新規設立法人で工事の実績がない場合は、「新規法人設立につき実績なし」と記載してく 

    ださい。 

 

（例）舗装工事で完成工事高が１２，０００千円の場合の記載方法 

（内 訳） 元請工事  ９，０００千円  下請工事  ３，０００千円 

ア 元請完成工事高の約７割は、９，０００千円×７／１０＝６，３００千円 

イ ６、３００千円を超えるまで、元請工事の完成工事高を金額の大きい順に記載する。 

ウ 完成工事高全体の約７割は、１２，０００千円×７／１０＝８，４００千円 

エ ８、４００千円を超えるまで、残りの元請工事又は下請工事の完成工事高を金額の大き

い順に記載する。 

オ 残りの完成工事高は、「○○○工事外○○件、○○、○○○千円」と記載する。 
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期

令和

令和

期

令和

令和

期

令和

令和

期

平成

平成

期

平成

平成

期

平成

平成

（税込・税抜／単位：千円）

8,000下 請

計

公 共

民 間

121,000

0 52,500 17,000

工事土木一式 工事

10,000 0

工事 とび・土工 工事建築一式

60,500

100,800 77,500

舗装

0

0

6,780

6,780

38,300

0

0

0

その他の建
設工事の施

工金額

131,000

69,500

113,580

合　　計

314,0800129,000

41,900 35,000 5,655

34,900 30,000

8,000

0

153,000 0 0

第 122,000

日から 民 間 0

元
　
請

130,000

153,000

122,000

2,400 67,300

90,555

279,8552,400

0

76,800

1,800

0

5,655

0 0

69,200

月 5,000 23,500 30,000 2,880

0

0 61,380下 請

283,5804,880

公 共

計

下 請

1,800158,000 78,900 40,000

許可に係る建設工事の施工金額注 文 者
の 区 分

65,000

0 0

第

第

55,400 10,000 2,000

公 共

月

公 共

0

5年 11

元
請

元
　
請

1

月 日から

下 請

計

民 間

民 間

30日まで

日から 民 間　年

計

直前３年の各営業年度における工事施工金額

月

9

10

11

第 元
　
請

公 共

（用紙A４）

月 下 請

月

計

事　業　年　度

第

元
　
請

様式第三号（第二条関係）

記載要領
１　この表には、申請をする日の直前の３年間に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

計

２　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄には、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載すること。

第 元
　
請

公 共

月 日から 民 間

　とができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは、「単位：百万）」として記載すること。　

３　申請する日の２年前の日に属する営業年度以前の事業年度に係る工事施工金額は、それぞれ合計の欄の
　み記載すること。
４　記載すべき金額は、千円単位をもって表示すること。
　　ただし、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）第１条８号の規定に
　よる廃止前の株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和49年法律第22号）第１条の２第１項
　に規定する大会社及び同条第３項第２号に規定するみなし大会社にあっては，百万単位を持って表示するこ

1

30日まで

日から月

月

30日まで

日から

4年 12

1

下 請

　年

　日まで月

　年

　年 　日まで月

月

6年 12

5年 12

6年 11

　年 　日まで

7年 11

　年

決算変更届で提出した際と同じものを添付

（記載例４）

-83-


